
はじめに

2015 年の国勢調査においては、1920 年の調査開始以降増加を続けてきた日本の総人口が、
初めての減少となった。今後もこの傾向は続くとみられ、全国的な人口減少社会を迎えたとさ
れる。中山間地域においては、このような局面となる以前から若年層の都市部への人口流出や
高齢化によって、担い手不足が指摘されてきたところである。すでに担い手不足が顕在化して
いる小さな集落や農村コミュニティにおいては、とくに人口減少の影響を大きくうけ、農地を
はじめとした地域資源の維持管理が一層困難な状況になることが懸念される。また、農業には、
食料を供給するという第一義的な役割だけでなく、いわゆる「農業の多面的機能」や「公益的
機能」とよばれる有用な機能（外部経済）が存在するとされている。小さな集落や農村コミュ
ニティが消滅してしまえば、こういった多面的機能は発揮されなくなり、少なからぬ社会的な
損失があると考えられる。人口減少によって今後大幅な減少が見込まれる中山間地域における
農業の多面的機能がどのように評価されうるのか、現状と将来の見通しを把握しておくことは
重要である。

本報告では、宮崎県の中山間地域の農業が維持されることによって、どのような多面的機能
が発揮されると考えられるのか、また、それらがどれほどのインパクトをもつのかについて明
らかにすることを目的とする。そのために、まず、宮崎県の中山間地域の現状を把握し、将来
の姿を予測する。そのうえで、宮崎県中山間地域農業の多面的機能の経済的評価をおこなう。
それらの結果をもって、人口減少社会において宮崎県の中山間地域農業を展望しつつ、農業の
多面的機能の経済的評価の課題にもふれる。
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1. 人口減少社会における中山間地域

1.1　人口推計
　ここでは、宮崎県を中山間地域と中山間地域以外の地域に区分して、各区分の人口推計をお
こなう。人口の減少は、農地や集落機能の担い手の減少の意味も含んでいることから、その見
込みを示そうとするものである。宮崎県における中山間地域の定義にしたがい、地域振興 5 法

（過疎法、離島振興法、山村振興法、半島振興法、特定農山村法）で指定された地域及び農林
統計上の中間・山間農業地域を中山間地域とし、それ以外を中山間地域以外の地域とした。表
1 および表 2 に、中山間地域以外の地域を示している。
　宮崎県における 2045 年までの人口推計の結果の概要を示したのが、図 1、表 3、表 4 である。　　

　　
　　

　計算にあたっては、国土技術政策総合研究所「将来人口・世帯予測ツール V2（H27 国調対
応版）」を用い、コーホート変化率法によって推計をおこなった。人口推計は、2010 年国勢調
査と 2015 年国勢調査の実数を用いて行われることから、図 1 においては、2015 年よりも左側
が実数、右側が推計値となる。表 3 および表 4 においては、2010-2015 の列までが実数を用い
た 5 年ごとの減少率、2015-2020 以降は推計値を含むため 2015 年を起点とした 2045 年までの
減少率のみを示している（1）。
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表 1 地域振興 5法にもとづく中山間地域以外の地域 

宮崎市 旧木花村、旧青島村、旧田野町、旧高岡町 以外の区域 

都城市 旧山田町、旧中郷村、旧西岳村、旧山之口町、旧高城町、旧高崎町 以外の区域 

延岡市 旧南方村、旧南浦村、旧北方町、旧北川町、旧北浦町 以外の区域 

日向市 旧東郷町、旧美々津町、旧岩脇村 以外の区域 

国富町 旧八代村 以外の区域 

高鍋町 全域 

新富町 全域 

川南町 全域 

資料：宮崎県「宮崎県における中山間地域の定義」より作成 

 

表 2 農林統計上の区分による中山間地域以外の地域（都市的地域＋平地農業地域） 

宮崎市 旧宮崎市、旧瓜生野村、旧倉岡村、旧住吉村、旧生目、旧佐土原町、旧佐土原町
広瀬村、旧佐土原町那珂村、旧清武町 

都城市 旧都城市、旧志和池村、旧庄内町、旧高崎町 

延岡市 旧延岡市 

日向市 旧富島町 

串間市 旧北方村 

西都市 旧妻町、旧都於郡村 

高原町 全域 

国富町 旧本庄町、旧木脇村 

高鍋町 全域 

新富町 旧冨田村、旧新田村 

川南町 全域 

資料：宮崎県「宮崎県における中山間地域の定義」より作成 
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このことから、1995-2010 年の期間における人口減少の要因は、中山間地域での減少であるこ
とがわかる。2020 年以降も、人口減少は続くと見込まれているが、ここでも中山間地域での
減少の影響が大きく (2045 年予測は、2015 年比で 36% 減 )、中山間地域以外の地域では比較的
緩やかである（同 19% 減）。
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は西臼杵・東臼杵地域となっている。他方、比較的緩やかな減少が予測されているのが、三股
町（8.9% 減）、宮崎市（17.0% 減）、綾町（19.5%）である。
　表 4 は、中山間地域以外の地域についての市町村別の減少率の予測である。いずれも、これ
まで（1995-2015 年）の人口減少は緩やかであったが、今後は国富町（41.5%）、川南町（39.2%）、
新富町（34.3%）、延岡市（33.7%）などを中心に大幅な減少が見込まれている。
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1.2　宮崎県中山間地域における農業の現状
　ここでは、後述する農業の多面的機能と関連する事項（農業の担い手、農地、地域資源の保
全状況）を中心に、宮崎県の中山間地域における農業の現状について、中山間地域以外の地域
と合わせてみていく。

（1）農業の担い手に関するデータ
　表 5 に、2000 年から 2015 年にかけての農業の担い手の推移を示している。一般的には、基
幹的農業従事者（自営農業に主として従事した世帯員のうち、ふだんの主な状態が「主に仕事

（農業）」である者）が農業の担い手であると考えられる。一方で、農業の多面的機能の発揮を
扱う観点からみれば、担い手を農家の世帯員にまで広げることが可能かもしれない。すなわち、
基幹的農業従事者でない世帯員であっても、地域資源の維持管理や集落機能の一部を担う場合
がある。このことから、表 5 においては、農家の世帯員をはじめ、農業従事者（15 歳以上の
世帯員で年間１日以上自営農業に従事した者）、農業就業人口（自営農業のみに従事した者ま
たは自営農業以外の仕事に従事していても年間労働日数で自営農業が多い者）も農業の担い手
像のひとつとして示している。
　いずれの担い手像を設定したとしても、その減少の幅は、実数でみても割合でみても非常に
大きい。また、中山間地域と中山間地域以外の地域を比較してみると、どの担い手像でも中山
間地域以外の地域のほうが高い減少率を示している。

（2）農地に関するデータ
　表 6 に、2000 年から 2015 年にかけての経営耕地面積、田の面積、畑の面積、耕作放棄地
面積を示している。経営耕地面積は、実数としては中山間地域のほうが広いが、2000 年から
2015 年にかけての減少率は高い（中山間地域：23.6% 減、中山間地域以外の地域：9.1% 減）。
田や畑の面積もこの 15 年間で大きく減少している一方で、稲の作付面積をみてみると、中山
間地域ではむしろ増加している（10.5% 増、中山間地域以外の地域では、48.9% 減）。耕作放棄
地面積の減少率は、中山間地域のほうがわずかに低いが、実数としては 3,259ha にのぼる（中
山間地域以外の地域では 1,767ha）。

（3）地域資源の保全に関するデータ
　表 7 に、地域資源として農地、森林、ため池・湖沼、河川・水路、農業用用排水路をとりあ
げ、これらの保全状況を示している。2010 年、2015 年のデータしかないため傾向を捉えるの
は難しいものの、ため池・湖沼を除き、保全率が上昇している。また、中山間地域のほうが農
地、森林の保全率が高く、それ以外の地域資源の保全に関しては、中山間地域以外の地域のほ
うが高い。
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1.3　宮崎県の中山間地域における農業の現況と今後の展望
　ここまでに、宮崎県における農業の現状を担い手、農地、地域資源の側面からみてきたが、
特に、担い手、農地の状況は厳しいものがある。
　担い手の絶対数の減少は、ただちに農業の多面的機能を失わせるものではない。なぜなら、
たとえ担い手が減少したとしても、近代技術の導入などによって、1 人が担う農地面積や地域
資源の管理面積が増加すればよいためである。しかしながら、中山間地域においては、農業条
件の厳しさや高齢化の進展等によって、1 人当たり農地面積を増加させることが困難である場
合が多い。そのため、今後も多様な担い手の確保を目指し、絶対数の減少を抑制していくとと
もに、集団的土地利用や適切な技術導入による効率化などを図っていく必要がある。
　経営耕地面積の減少も、収穫量の側面からみれば、担い手減少と同様、単位面積当たりの収
量を増やしていくことで対応が可能である。ただし、農業の多面的機能という側面からみてみ
ると、面積の減少が多面的機能を減じることになる（2）。一方で、農業の多面的機能の評価には、
水田利用を対象としたものが多く、中山間地域において稲の作付面積が増加していることは評
価できる点である。また、中山間地域において水田が維持されなくなると、用水路などの管理
が行き届かなくなることにつながり、中山間地域以外の地域の農業にも悪影響を及ぼしかねな
い。なお、耕作放棄地面積の増加と外部効果の関係については定かではない。しかし、耕作放
棄地の発生は、農業の第一義的な目的である食料供給の機能を失わせることを意味する。また、
鳥獣害の増加など周辺環境の悪化の要因になりうることもたびたび指摘される。そのため、耕
作放棄地の増加によって、大きな外部不経済が発生することは疑いない。これらのことから、
経営耕地とりわけ水田面積をできるだけ維持していくことが重要であり、かつ耕作放棄地をで
きるだけ出さないようにしていくことも必要である。ここでも集団的土地利用や適切な技術導
入による効率化などが有効となってくるであろう。
　上記のことに加えて、中山間地域における営農の限界に関する以下の分析の必要性について
も言及しておきたい。宮崎県の基幹的農業従事者の平均年齢は 65.2 歳となっており（2015 年
農林業センサス）、中山間地域に限らず、農家の世帯員が高齢になっても農業に従事している
ケースは多い。高齢化問題が農業問題の中心となって久しいが、農業者はいつまで営農を継続
することができるのであろうか。特に、中山間地域においては、農地や農地周辺の傾斜がきつ

表 7 宮崎県の中山間地域および中山間地域以外の地域における地域資源の保全率 

地域資源 年 中山間地域 中山間地域以外の地域 

農地 
2010 0.618 (1,706) 0.591 (843) 

2015 0.669 (1,711) 0.668 (840) 

森林 
2010 0.289 (1,658) 0.135 (602) 

2015 0.354 (1,616) 0.259 (552) 

ため池・湖沼 
2010 0.620 ( 255)  0.610 (236) 

2015 0.513 ( 345) 0.606 (287) 

河川・水路 
2010 0.272 (1,522) 0.341 (662) 

2015 0.371 (1,608) 0.498 (729) 

農業用用排水路 
2010 0.820 (1,656) 0.867 (806) 

2015 0.837 (1,658) 0.907 (795) 

資料：農林業センサス 

注：1）中山間地域、中山間地域以外の別は、農林統計上の区分を用いた（中山間

地域：中間・山間農業地域） 

  2）カッコ内の数値は、各地域資源を有する集落数を示す 
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い場合があったり圃場の筆数が非常に多い場合があったりする。たとえば、傾斜、農地の面積、
圃場の数などのいくつか条件ごとに、営農限界を迎える年齢を分析してみると、中山間地域に
おける農業の現状と今後の展望が、より鮮明に浮かび上がり、より適切な対策をとっていくこ
とが可能になると考えられる。

2. 農業の多面的機能の評価

2.1　農業の多面的機能の評価に関するこれまでの動向の整理
（1）既存の研究
　農業の多面的機能に関する調査・研究の動向については、國井（2016）が国内外の研究論文
を対象におこなった分析によって整理している。これによると、日本では 1995 年ごろから多
面的機能の評価に関する研究が増加し始めているが、2002 年をピークに減少している。一方で、
海外では、1990 年ごろから増加し始め、2004 年から急増している。特に 2006-2010 年の期間
に研究が最も盛んになり、1966-2010 年の研究の 60% を占めるほどである。また、農業の多面
的機能の評価方法の内容、利点、問題点についても整理している。
　農業の多面的機能に関する、理論的あるいは手法論的な整理は、浅野（1997）や中嶋（2003）、
合崎ら（2004）などによっておこなわれている。中谷（2016）は、制度論的な立場から多面的
機能の評価のあり方や多面的機能支払いの展望をまとめている。いずれにおいても、農業の多
面的機能の一部についての調査・研究であり、農業の多面的機能を総合的に捉えていくことの
困難性を表している。後述の学術会議答申は、こういった研究動向のなかでも、比較的多くの
多面的機能についての経済的評価についての試算をおこなっている。ただし、冨田（2001）や
佐藤（2002）が警鐘を鳴らしているように、貨幣評価の分かりやすさの一方での誤解の与えや
すさについて課題を残している。

（2）日本学術会議による整理
　農業の多面的機能については、2001 年に、日本学術会議において整理がおこなわれている。
農業の本来的機能として「食料の安定生産を確保する機能」と「新鮮・安全な食料を生産する
機能」があるとしたうえで、農業の多面的機能は、「未来に対する持続的な供給の信頼性を国
民に与える（安心）機能」としている。また、このうちの一部の機能について（株）三菱総合
研究所が貨幣評価の試算をおこなっている。これらをまとめたのが、表 8 である。このうち、「水
循環を制御して地域社会に貢献する機能」「環境に対する負荷を除去・緩和する機能」は、農
業的土地利用による物質循環系の補完による環境への貢献を表すものであり、経営耕地面積を
ベースにした計算が可能となり、貨幣評価になじみやすかったと考えられる。それ以外の機能
は、生産空間と生活空間の一体性による地域社会の形成・維持を表すものであり、貨幣評価が
困難なものが多い。
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（3）他の都道府県における多面的機能の評価
　これまでに、多くの都道府県によって、農業の多面的機能の評価に関する報告がなされてい
る。基本的には、上述の日本学術会議答申による計算をもとに、面積や人口規模による按分を
おこなう方法が用いられている。このように、日本学術会議答申において示された計算方法や
計算結果は、国内農業全体に対して農業の多面的機能の評価についての基礎をつくり、枠組み
を提示した点において、多大な影響を与えたと考えられる。一方で、地域によって農業の事情
が異なることから、これをそのまま適用していくことの限界があるのも事実である。たとえば、
宮崎県においては、畜産が農業産出額のかなりの割合を占めており、貨幣評価されていない項

去・緩和する機能」は、農業的土地利用による物質循環系の補完による環境への貢献を表
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表 8 農業の多面的機能と貨幣評価 

項目（機能） 貨幣評価実施 評価手法 
評価額 

（億円/年） 

水循環を制御して地域社会に貢献する機能 

 洪水防止 〇 代替法 34,988 

 土砂崩壊防止 〇 直接法 4,782 

 
土壌浸食防止 
（土砂流出防止） 

〇 代替法 3,318 

 河川流況の安定 〇 代替法 14,633 

 地下水涵養 〇 直接法 537 

環境に対する負荷を除去・緩和する機能 

 水質浄化    

 有機性廃棄物分解 〇 代替法 123 

 
大気調節 
（大気浄化、気候緩和など） 

△ 
（気候緩和のみ） 

直接法 87 

 資源の過剰な集積・収奪防止    

生物多様性を保全する機能 

 生物生態系保全    

 植物遺伝資源保全    

 野生動物保護    

土地空間を保全する機能 

 優良農地の動態保全    

 みどり空間の提供    

 （日本の）原風景の保全    

 人工の自然景観形成    

地域社会を振興する機能 

 社会資本の蓄積    

 地域アイデンティティーの確立    

伝統文化を保全する機能 

 農村文化の保存    

 伝統芸能継承    

人間性を回復する機能 

 保健休養 〇 トラベルコスト法 23,758 

 高齢者アメニティー    

 機能回復リハビリテーション    

人間を教育する機能 

 自然体験学習    

 農山村留学    

資料：日本学術会議（2001）「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について

（答申）」および（株）三菱総合研究所（2001）「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面

的な機能の評価に関する調査報告書」より作成 

 

（3）他の都道府県における多面的機能の評価 
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目（表 8）においては、たとえば、保健休養・やすらぎなど）での貢献が高いかもしれない。
さらに、中山間地域における農業の多面的機能となると、むしろ貨幣評価されていない項目（同
表においては、原風景の保全、人工の自然景観形成、社会資本の蓄積、農村文化の保存、伝統
芸能継承、自然体験学習、農山村留学など）での貢献のほうがより大きいと考えられる。たと
えば、草刈りなどの活動を委託費と代替して計算するなどが考えられるが、こういったものを
どのように評価していくことができるか、研究の蓄積が待たれるところである。
　また、ここでの論点からは少し外れてしまうが、農業自身のもつ外部不経済については評価
されていないことにも課題がある。外部不経済を考慮することも、持続可能な農業を構築して
いくうえでは極めて重要である。
2.2　宮崎県における農業の多面的機能の評価

（1）評価の考え方（計算方法）
　農業の多面的機能を評価するうえで、日本学術会議答申において示された計算方法や計算結
果を用いることの限界についてはすでに述べたところである。しかし、現状において、これに
代わる有効な手段はなく、本報告でも日本学術会議答申を基礎とした愛知県による計算を参考
とした（表 9）。
　算出根拠をみてみると、洪水防止、水資源涵養、土壌浸食防止の各機能の計算式には、水田
面積、畑地面積、水稲作付面積、耕地面積が含まれている。また、気候緩和、保健休養・やす
らぎの各機能には世帯数が含まれている。すなわち、農業の多面的機能の評価に関しては、こ
れを高めるために、農地面積を確保すること、それによって恩恵を受ける人口を確保すること
が必要であることは、計算をするまでもなく明らかである。なかでも、水田の計算結果への影
響は大きい。たとえば、水田面積のほうが畑地面積よりも有効貯水量は大きいことから洪水防
止への貢献がより発揮されるし、水資源涵養の機能も併せ持っている。さらには、気候緩和機
能の発揮においても水田面積が大きいほど、その影響を受ける世帯の数も増加することとなる。
このように、貨幣評価が可能な部分のみに注目すれば、経営耕地面積（なかでも水田面積）を
できるだけ維持し、かつ、農地からの恩恵を受ける世帯を増加させることが農業の多面的機能
を十分に発揮することにつながると結論づけることができる。先述のとおり、農業の多面的機
能のなかには貨幣評価ができないものや地域特有のものがあると考えられることから、そのよ
うな結論のみを導き出すことは早計であるが、農業の多面的機能を持続的に発揮していくうえ
で考慮に入れるべき一面であるといえる。これに加えて、貨幣評価ができないものや地域特有
のものをどのように評価することができるか、ということを今後検討していく必要がある。
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績
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合
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績
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れ
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績
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績
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受
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県
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他
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元
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国
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す
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国
内
旅
行
支
出
額
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旅
行
比
率
：
国
の
数
値
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使
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都
市
部
世
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：
愛
知
県
の
実
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（
注
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資
料
：
愛
知
県
（

2
0
0
7
）
「
愛
知
県
に
お
け
る
農
業
の
多
面
的
機
能
の
貨
幣
評
価
額
の
試
算
」
に
加
筆

 

注
：
1
）
下
線
を
付
し
た
部
分
に
お
い
て
は
、
宮
崎
県
と
愛
知
県
の
比
率
に
応
じ
て
按
分

 

2
）
不
明
な
た
め
、
愛
知
県
の
実
績
を
用
い
て
い
る

 

3
）
定
義
が
不
明
な
た
め
、
宮
崎
県
と
愛
知
県
の
総
世
帯
数
の
割
合
で
按
分
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（2）宮崎県における農業の多面的機能の評価
　表 10 に、2000 年から 2015 年の宮崎県における農業の多面的機能の評価を示す。すでに表 6
で示したとおり、経営耕地、田、畑のいずれの面積も減少していることから、どの機能につい
ても貨幣的な評価額は減少を続けている。このうち、中山間地域における洪水防止機能と土壌
浸食防止機能については、いずれの年でみても県全体の 6 割前後となっている。中山間地域に
おける水資源涵養機能については、県全体に占める割合が 53.4%（2000 年）から 71.2%（2015 年）
と非常にばらついているが、これはおそらく生産調整による影響であると考えられる。

（4）いくつかのシナリオによる多面的機能の評価額の予測
　ここでは、農地に関わる状況の変化に応じて、宮崎県における農業の多面的機能がどのよう
に変化するのかをみてみる。具体的には、直近の 2015 年調査から 15 年後の 2030 年において、
表 11 に示す 3 つのシナリオを設定し、それぞれに試算した（表 12）。なお、計算が煩雑にな
るのを避けるため、シナリオ設定時の経営耕地面積、田の面積、畑の面積、稲の作付面積の増
加率は、2000 年から 2015 年にかけての中山間地域におけるものを基準としている。

機能を持続的に発揮していくうえで考慮に入れるべき一面であるといえる。これに加えて、

貨幣評価ができないものや地域特有のものをどのように評価することができるか、という

ことを今後検討していく必要がある。 

 

（2）宮崎県における農業の多面的機能の評価 

表 10に、2000年から 2015年の宮崎県における農業の多面的機能の評価を示す。すでに

表 6 で示したとおり、経営耕地、田、畑のいずれの面積も減少していることから、どの機

能についても貨幣的な評価額は減少を続けている。このうち、中山間地域における洪水防

止機能と土壌浸食防止機能については、いずれの年でみても県全体の 6 割前後となってい

る。中山間地域における水資源涵養機能については、県全体に占める割合が 53.4%（2000

年）から 71.2%（2015 年）と非常にばらついているが、これはおそらく生産調整による影

響であると考えられる。 

 

表 10 宮崎県における農業の多面的機能の貨幣的評価 

単位：億円/年 

 
全国 宮崎県 

2001年公表 2000年 2005年 2010年 2015年 

洪水防止 34,988 545 506 494 469 

 うち中山間地域 － 340 294 297 273 

水資源涵養 15,170 61 57 57 51 

 うち中山間地域 － 33 37 32 36 

土壌浸食防止 3,318 54 52 50 46 

 うち中山間地域 － 36 30 30 27 

土砂浸食防止 4,782 － － － － 

有機性廃棄物処理 123 7 7 7 7 

気候緩和 87 1 1 1 1 

保健休養・やすらぎ 23,758 252 265 276 286 

資料：農林業センサス、「愛知県における農業の多面的機能の貨幣評価額の試算」を用いて推計 

 

（4）いくつかのシナリオによる多面的機能の評価額の予測 

ここでは、農地に関わる状況の変化に応じて、宮崎県における農業の多面的機能がどの

ように変化するのかをみてみる。具体的には、直近の 2015年調査から 15年後の 2030年に

おいて、表 11 に示す 3つのシナリオを設定し、それぞれに試算した（表 12）。なお、計算

が煩雑になるのを避けるため、シナリオ設定時の経営耕地面積、田の面積、畑の面積、稲

の作付面積の増加率は、2000年から 2015年にかけての中山間地域におけるものを基準とし

ている。 

 

 

 

 

表 11 2030年における 3つのシナリオ 

単位：% 

 
基準年 

（2000-2015） 
シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 

基準年との比較 - 同率 悪化 改善 

田の面積の増加率 -19.6 -19.6 -30.0 -10.0 

畑の面積の増加率 -17.0 -17.0 -25.0 -10.0 

稲の作付面積の増加率 +10.5 +10.5 ±0.0 +15.0 

経営耕地面積の増加率 -23.6 -23.6 -30.0 -10.0 

 

表 12 シナリオ別にみた 2030年の宮崎県における農業の多面的機能の貨幣的評価 

単位：億円/年 

 2015年 シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 

洪水防止 469 377 328 422 

 うち中山間地域 273 219 191 246 

水資源涵養 51 56 51 59 

 うち中山間地域 36 40 36 42 

土壌浸食防止 46 35 32 39 

 うち中山間地域 27 21 19 23 

資料：農林業センサス、「愛知県における農業の多面的機能の貨幣評価額の試算」より作成 

注：各シナリオの概要は表 10に示す通りである 

 

おわりに 

 

本稿では、宮崎県の中山間地域農業によって発揮される多面的機能とその評価について、

既存の研究をベースに分析・考察をおこなってきた。その結果として、以下の 3 点を指摘

しておきたい。 

第 1 に、人口減少社会と中山間地域との関係に関する点である。まず、中山間地域は、

それ以外の地域に比べて、きわめて急速な人口減少が見込まれる。その一方で、農業や農

地の担い手として期待される農家の世帯員、農業就業人口、農業従事者、基幹的農業従事

者に関しては、近年、中山間地域のほうが緩やかな減少となっている。とはいえ、中山間

地域のほうが人口の絶対数が少なく、相対的に緩やかとはいっても 15年間で 20-60%程度の

減少となっており、今後いかにして担い手を確保していくか、ということが問われる。 

第 2に、宮崎県の中山間地域における地域資源に関する点である。農地、森林、ため池・

湖沼、河川・水路、農業用用排水路の各保全率（保全に取り組む集落の割合）では、ため

池・湖沼を除いて、保全する集落の割合が上昇しており、これを維持していく必要がある

だろう。一方で、農地面積については、経営耕地、田、畑のいずれの区分においても急減

しており、耕作放棄も増加している。農地面積の縮小は、食料供給の意味においても農業

の多面的機能の側面からも、これを改善していく必要がある。引き続き、集団的土地利用

の可能性や適用可能な新技術を探っていくことが求められるだろう。そんななか、稲の作

付面積が増加していることは、農業の多面的機能の観点からは前向きな結果といえる。稲
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おわりに

　本稿では、宮崎県の中山間地域農業によって発揮される多面的機能とその評価について、既
存の研究をベースに分析・考察をおこなってきた。その結果として、以下の 3 点を指摘してお
きたい。
　第 1 に、人口減少社会と中山間地域との関係に関する点である。まず、中山間地域は、それ
以外の地域に比べて、きわめて急速な人口減少が見込まれる。その一方で、農業や農地の担い
手として期待される農家の世帯員、農業就業人口、農業従事者、基幹的農業従事者に関しては、　
　近年、中山間地域のほうが緩やかな減少となっている。とはいえ、中山間地域のほうが人口
の絶対数が少なく、相対的に緩やかとはいっても 15 年間で 20-60% 程度の減少となっており、
今後いかにして担い手を確保していくか、ということが問われる。
第 2 に、宮崎県の中山間地域における地域資源に関する点である。農地、森林、ため池・湖沼、
河川・水路、農業用用排水路の各保全率（保全に取り組む集落の割合）では、ため池・湖沼を
除いて、保全する集落の割合が上昇しており、これを維持していく必要があるだろう。一方で、
農地面積については、経営耕地、田、畑のいずれの区分においても急減しており、耕作放棄も
増加している。農地面積の縮小は、食料供給の意味においても農業の多面的機能の側面からも、
これを改善していく必要がある。引き続き、集団的土地利用の可能性や適用可能な新技術を探っ
ていくことが求められるだろう。そんななか、稲の作付面積が増加していることは、農業の多
面的機能の観点からは前向きな結果といえる。稲の作付は、生産調整や農家の生計との関係か
ら、各年変動が非常に大きくなりがちであるが、これを一定の水準以上に保つ努力が必要であ
る。
　第 3 に、宮崎県の中山間地域における農業の多面的機能の評価に関する点である。ここでの
結果は、主に、人口減少や農地面積の減少が農業の多面的機能を減じるというものである。こ
のことから、上記の 2 点において述べた「担い手の確保」と「農地面積の維持あるいは減少の
抑制」が今後重要であることの論拠のひとつともいえる。また、農業の多面的機能の貨幣的な
評価について、中山間地域農業の貢献は県全体の 6 割程度を占めることから、これを持続的に
おこなうことができる環境を整備していくことはきわめて重要である。
　ところで、農業の多面的機能の評価に関しては、以下のとおり、多くの課題も残している。
　ひとつは、農業の多面的機能と呼ばれるものの多くが、貨幣的な評価になじまない性質をも
つ点である。近年は、こういった機能について、アンケート調査などを用いた仮想的な支払い
意志額を計測して評価しようとする研究がみられるが、調査費用がかさむことや調査対象によ
るバイアスの大きさなどから、調査の実施やその結果の読み取りについては慎重をきたさなけ
ればならない。むしろ、一つひとつの機能について、記述的な証拠（質的なデータ）を積み上
げて評価をしていくほうが、客観的で信頼できるデータとなるかもしれない。この件について
は、さらなる議論が必要である。
　それに関連して、すべての機能を網羅することができないことも、農業の多面的機能の評価
を考えるうえでの大きな困難である。表 8 に挙がっている機能以外にも、見落としている重要
なものがあるかもしれない。特に、今回のように貨幣的評価をおこなえば、結果が数億円ある
いは数兆円規模で異なってくるかもしれない。また、地域に固有の機能、中山間地域特有の機
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能などが存在する場合には、それらをどのように評価すればよいのか、全国や他地域と比較す
る際にはどのようにすればよいのか。こういった問題も解決していかなければ、真に有用な結
果とはなりえないのではなかろうか。
　すべてを網羅できないということに関連して、外部経済のみを評価することが、農業の多面
的機能を考えるうえでどれほどの意味をもつのか、という問題がある。いうまでもなく、多く
の人間活動には外部不経済も存在しており、農業も当然環境破壊的な側面をもつし、外部不経
済をもたらす場合もある。持続可能な社会が目指される今後においては、単に外部経済だけを
測るのではなく、負の側面も評価しながら、適正な農業部門の配置などを合わせて考えていく
必要があるのではなかろうか。

注

（1）推計値同士で減少率を計算しても誤差が大きすぎると考えられることから 5 年ごとの計算　
　　はおこなっていない。

（2）後述の通り、農業の多面的機能を評価する計算式のなかには、経営耕地面積を含む項目が
　　多いため、面積の減少が多面的機能を減じる主要因となる。

付記

　本稿は、2019 年度に宮崎県から依頼されておこなった、中山間地域における多面的機能の
試算の報告に加筆・修正を加えたものである。
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